







































































































































































































































































































































































(Bard v. Jahnke, 848 N.E.2d 463国 Y.2006〕）とピット・ブル（闘犬用
に作出された犬）が問題となったドレイク対ディーン事件 (Drakev. Dean, 













(Hemlock Valley Farms) で起こった。被告ラインハルト・ヤンキー
(Reinhardt Jahnke) (以下Y)と彼の妻は、彼らの 2人の息子と共同で、そ
の農場を所有し経営している。自営の大工であるジョン・タイマー (John











































ニューヨーク州の高位裁判所上訴部 (AppellateDivision of the Supreme 
































































上記の評決の方法には、 3つの方法がある。 (a)一般評決、 (b)個別評決、
(c) (a) と (b)を接合して行われる評決、というのがそれである。 (a)一般
評決は、陪審が、その認定した事実を裁判官による法の説示に当てはめて得た







































































































るいは Xがこの仕事を行う Aのために働く予定であることを Yは事前に知ら
なかった。そのため、事件のその日に、その区画内でXが働く際に、本件雄
































v. Garcia-Ruby, 44 Cal.2d 625) とヒックス対サリヴァン事件 (Hicksv. 



















































































































































































































































































































































































































































































(1) 川村泰啓『商品交換法の体系上』（勁草書房 1967年） 106, 12,..,_,125頁。
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論［第2版補訂］』（有斐閣 2010年）、内田貴『民法IT [第 3版］債権各論』（東京
大学出版会 2014年）。
















理論の展開を参考にして一」愛学55巻 1= 2号 (2014)396,..,419頁が挙げられる。











16頁、東京控判昭和12年 4月28日新聞4142号 5頁、名古屋高判昭和32年 5月10日下
民 8巻 5号896頁、宮崎地延岡支判昭和32年 5月14日不法下民（下）昭和32年度
1086頁、最判昭和37年 2月 1日民集16巻 2号143頁、最判昭和38年 6月27日裁判集
民66号751頁、札幌地判昭和45年 3月19日判夕 247号289頁。

































(26) Rest.2d, §506 (AMERICAN LAW INSTITUTE PUBLISHERS 1977) p.10. 











































東北法学第47号 (2017) 111 
には、①野生動物と評価される動物の種類についての通常の危険な性向に対するそ
れの飼主の認識、②彼の自由意思に基づくそれの飼育の開始、③その飼育によるそ
れの危険性の他人への曝露があり、この③の要素については、第 2次不法行為法リ
ステイトメントに比べ、特定の種類の動物の特性それ自体に焦点が当てられるよう
になっている、ということを述べた。しかしながら、第 3次不法行為法リステイト
メントにおいてさえ、厳格責任の根拠において認められる複数の要素について、動
物の危険性以外の要素が考慮されている。すなわち、野生動物と評価される種類の
動物の少数者による飼育、というのがそれである。したがって、ここでは、たとえ
特定の種類の動物が上記第22条の定義に当てはまり「野生動物」と評価されるよう
な動物であったとしても、そのような動物を飼う人がそれが飼われる特定の地域の
中で多数みられるような場合には、彼らはそうすることによって厳格責任のリスク
を負担しないとみなされる。
(52) しかしながら、第 3次不法行為法リステイトメントでさえ、特定の動物をネグリ
ジェンスの適用を受ける動物と評価する際に、危険性以外の要素が考慮されている。
そこでは次のように述べられている。すなわち「雌牛、馬及び豚のような飼い慣ら
された動物には実質的な経済的価値があり、犬や猫のような愛玩動物は一家または
家族にとって極めて重要な交わりをもたらす。実際、犬や猫はしばしば家族の一員
と考えられる。さらに、犬や猫のような動物の所有は市民全体に広まっている。…•
したがって、このような…動物が惹起するかもしれない物理的…損害に対する厳格
責任を支持するような事件は、説得力に欠ける」前掲注 (26)p.303。この引用から、
次のことが分かる。すなわち、リステイトメントにおいて、雌牛や馬あるいは豚の
ような動物また犬や猫のような動物を、ネグリジェンスの適用を受ける動物である
と評価する際に、「これら動物の持つ有用性」と「これら動物の飼育者の人数」の
2つの要素を考慮した上で、これらの要素が満たされるために、これらの動物はネ
グリジェンスの適用を受ける動物であると評価されている。
（すがさわ・だいすけ 東北大学大学院博士後期課程）
